
様式１（主な取組）

【 098-866-2370 】担当部課 【連絡先】 企画部地域・離島課 関連URL ―

　離島住民が安心して島に住み続けることができる
環境を構築するため、ICTを利活用し、テレワーク
業務での副業により所得を安定・向上させる。

県,民間事業者

全離島市町村を対象としたテレワーカー等の育成及びプラットフォームの構築等

テレワーカー等向け説明会開催数（累計）

30回 30回（60回） 30回（90回）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 離島ICT利活用人材等高度化事業 対応する成果指標
離島・過疎地域におけるテレワーク・ワーケーション推進施設
の利用者数及びテレワーク人材等の登録者数

施策の方向
・本県のリゾート地としての優位性を生かしたワーケーション需要の取り込みに向けて、市町村や関係団体と連携の下、宿泊施設でのコワーキン
グスペース（共同職場スペース）の設置支援や情報インフラの整備促進など、働きながら離島や過疎地域での滞在を満喫できるよう環境整備に取
り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 4-(4)-イ 離島を核とする関係人口の創出と移住促進

施 策
①離島・過疎地域におけるテレワーク、ワーケーション等の推
進

施策の小項目名
○コワーキングスペース設置支援や働きながら離島や過疎地域
での滞在を満喫できる環境整備等の推進



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　テレワーカー等向け説明会開催目標30回に対して、50回の説明会を開催し、順調に取組を推進している。

令和6年度の取組改善案 反映状況

○　テレワーカー募集の周知強化及びテレワーカーの高度化に向けた研修を引き続
き行い、より多くの高度化人材を育成する。 
○　テレワーク業務受注を増やすため、テレワークを発注する事業者向けの説明会
開催及び周知に取り組む。

〇　テレワーカー等向け説明会を50回開催するなど周知活動を行った。登録した離島テレ
ワーカーへ高付加価値化を目指した人材育成を行い、50人の育成を完了した。 
〇　テレワーク業務受注を増やすため、クライアント向け説明会を62回開催するなど周知
に取り組んだ。

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　県内離島地域でテレワーカーを募集し、令和６
年度末時点で累計907人が登録している。登録した
離島テレワーカーへ高付加価値化を目指した人材
育成を行い、50人の育成を完了した。32回 70回 50回 30回（90回） 100.0%

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　テレワーカー等の高度化に向けた研修や報酬単価の高い業務
を受注できる仕組みの構築を引き続き実施した。

活動指標名
テレワーカー等向け説明会開催
数（累計）

R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

実施方法 当初予算額

一括交付金
（ソフト）

補助 21,986 17,700 ― ―

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 離島ICT利活用人材等高度化事業 予算事業名



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

⑦ その他(改善余地
の検証等)

　テレワーカーの受注業務の高付加価値化を図るため、単価
の高い業務を安定的に受注できる環境の整備に取り組む必要
がある。 ① 執行体制の改善

　単価の高い業務を安定的に受注できる環境整備を行い、拠
点型テレワークの推進による受注業務の高付加価値化に取り
組む。



様式１（主な取組）

【 098-866-2370 】担当部課 【連絡先】 企画部地域・離島課 関連URL ―

　市町村に対し、コワーキングスペースの設置等に
関する国の支援メニュー等の情報提供を行う。

県,市町村

国の支援メニュー等の市町村へ情報提供

コワーキングスペースの設置支援の周知回数（累計）

５回 ５回（10回） ５回（15回）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 コワーキングスペースの設置 対応する成果指標
離島・過疎地域におけるテレワーク・ワーケーション推進施設
の利用者数及びテレワーク人材等の登録者数

施策の方向
・本県のリゾート地としての優位性を生かしたワーケーション需要の取り込みに向けて、市町村や関係団体と連携の下、宿泊施設でのコワーキン
グスペース（共同職場スペース）の設置支援や情報インフラの整備促進など、働きながら離島や過疎地域での滞在を満喫できるよう環境整備に取
り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 4-(4)-イ 離島を核とする関係人口の創出と移住促進

施 策
①離島・過疎地域におけるテレワーク、ワーケーション等の推
進

施策の小項目名
○コワーキングスペース設置支援や働きながら離島や過疎地域
での滞在を満喫できる環境整備等の推進



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

概ね順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　市町村に対する国の支援メニュー等の情報提供について、目標値５回に対し実績値4回と目標を下回っている。

令和6年度の取組改善案 反映状況

○　国の支援メニュー等の情報収集を随時行い、引き続き市町村への迅速な情報提
供及び連携を行う。

○　国の支援メニュー等の情報収集を随時行い、引き続き市町村への迅速な情報提供及び
連携を行った。

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　市町村に対し、国の支援メニュー等の情報提供
を4回行った。

5回 5回 4回 ５回（15回） 80.0%

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　市町村に対し、国の支援メニュー等の情報提供を引き続き
行った。

　市町村に対し、国の支援メニュー等の情報提供を引き続き行
う。

活動指標名
コワーキングスペースの設置支
援の周知回数（累計）

R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

実施方法 当初予算額

― ― ― ― ―

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 － 予算事業名 ー



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

① 県の制度、執行体
制(内部要因)

　国の支援メニュー等の情報収集及び迅速な情報提供等の対
応を行う必要がある。

② 連携の強化・改善

　国の支援メニュー等の情報収集を随時行い、引き続き市町
村への迅速な情報提供及び連携を行う。



様式１（主な取組）

【 098-866-2036 】担当部課 【連絡先】 企画部情報基盤整備課 関連URL ―

　条件不利地域における都市部との情報格差是正
や高度な情報通信技術の利活用環境の形成を図
るため、情報通信基盤の整備に取り組む。

県

南大東島と北大東島を結ぶ海底光ケーブルの整備

整備進捗率

調査設計40％
調査設計100％ 
整備工事20％

整備工事60％

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 大東地区情報通信基盤整備推進事業 対応する成果指標
離島・過疎地域におけるテレワーク・ワーケーション推進施設
の利用者数及びテレワーク人材等の登録者数

施策の方向 ・快適なテレワーク環境を確保するため、５Ｇなど次世代の通信環境の普及促進に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 4-(4)-イ 離島を核とする関係人口の創出と移住促進
施 策

①離島・過疎地域におけるテレワーク、ワーケーション等の推
進

施策の小項目名 ○次世代の通信環境の普及促進



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　令和６年度は南北大東島間の海底ケーブル整備に係る陸上部工事が完了した。 
また、海底光ケーブルの制作に着手し、令和６年度に計画していた出来高を達成したことから順調とした。

令和6年度の取組改善案 反映状況

○工事方法等について受注者の作成した計画や取組状況が適切であるか有識者に意
見聴取を行う。 
○光ファイバーや施工の品質管理について適切に行われているかを確認するととも
に施工後の光ケーブルの監視体制や監視方法について情報収集し、安定かつ質の高
い情報通信基盤が担保されているか確認する。

○工事方法等について受注者の作成した計画や取組状況が適切であるか有識者に意見聴取
を行った。 
○光ファイバーや施工の品質管理について適切に行われているかを確認するとともに施工
後の光ケーブルの監視体制や監視方法について情報収集したところ、点検タイミングや頻
度について懸念があることから対応について検討した。

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　令和６年度は南北大東島間の海底光ケーブル整
備に係る陸上部工事が完了し、海底光ケーブルの
制作に着手した。調査設計46％ ― 整備工事69％ 整備工事60％ 100.0%

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　南大東島と北大東島を結ぶ海底光ケーブル整備に係る陸上部
整備工事の完成および海底光ケーブル製作に着手する。

　南大東島と北大東島を結ぶ海底光ケーブルを敷設する。

活動指標名 整備進捗率 R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

実施方法 当初予算額

一括交付金
（ソフト）

直接実施 1,439,300 2,187,951
一括交付金
（ソフト）

直接実施 873,247

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 大東地区情報通信基盤整備推進事業 予算事業名 大東地区情報通信基盤整備推進事業



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

⑦ その他(改善余地
の検証等)

　台風や時化などの気象事象や不測の事態による工法の変更
などにより工事の休止を余儀なくされる可能性がある。

⑧ その他

　引き続き、運搬や海上での工事について、適切な工程管理
を行う。



様式１（主な取組）

【 098-866-2036 】担当部課 【連絡先】 企画部情報基盤整備課 関連URL ―

　条件不利地域における都市部との情報格差是正
や高度な情報通信技術の利活用環境の形成を図
るため、情報通信基盤の整備に取り組む。

県,民間通信事業者,
市町村

大東地区の陸上光ファイバ網の整備

整備方針（実施主体、整備手法等）の検討・決定 －

方針検討 方針決定 －

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 超高速ブロードバンド環境整備促進事業 対応する成果指標
離島・過疎地域におけるテレワーク・ワーケーション推進施設
の利用者数及びテレワーク人材等の登録者数

施策の方向 ・快適なテレワーク環境を確保するため、５Ｇなど次世代の通信環境の普及促進に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 4-(4)-イ 離島を核とする関係人口の創出と移住促進
施 策

①離島・過疎地域におけるテレワーク、ワーケーション等の推
進

施策の小項目名 ○次世代の通信環境の普及促進



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

順調

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　南大東村および北大東村の光ファイバ網未整備
地域について、総務省の国庫補助や新制度等を活
用した民間事業者が参入可能な事業スキームを検
討し、関係機関に説明した。― ― 方針検討 －

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　南大東村および北大東村の光ファイバ網未整備地域につい
て、民間事業者が参入可能な事業スキームを検討し、関係機関
に説明した。

　南大東村および北大東村の光ファイバ網未整備地域につい
て、民間事業者が参入可能な事業スキームを関係機関等と協議
し、合意を得る。

活動指標名
整備方針（実施主体、整備手法
等）の検討・決定

R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

実施方法 当初予算額

― ― 0 ― ―

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 － 予算事業名 ー



様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

④ 社会・経済情勢の
変化(外部環境の変
化)

　国（総務省）による光ファイバ網未整備地域への支援制度
が検討されているが、具体的な内容が示されていない。

② 連携の強化・改善

　国（総務省）の支援制度の詳細について情報収集するとと
もに、引き続き関係機関との協議を実施し、事業化に向けて
取り組む。

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　 整備後の維持管理やサービス提供などの持続可能性の観点から、総務省の高率補助事業、ブロードバンド・ユニバーサルサービス制度及び自治体支援を組み合わせた民間
通信事業者が参入可能な事業スキームについて検討し、関係機関に説明した。方針決定は令和６年度にずれこんだものの大東地区の整備に向けて着実に取組が進んでいること
から進捗状況は順調と考える。

令和6年度の取組改善案 反映状況

○これまでより密に協議を実施し、関係者間の妥協点および条件を踏まえた方針を
提示する。

〇関係機関との協議を適宜実施し、民間通信事業者が整備・運営主体となる整備方針を決
定するとともに、民間通信事業者が参入可能な事業スキームについて検討し、関係機関に
説明した。



様式１（主な取組）

【 098-866-2036 】担当部課 【連絡先】 企画部情報基盤整備課 関連URL ―

　離島において、オンライン教育や自治体の情報シ
ステムの標準化・共通化、テレワーク、５G利活用等
のデジタル社会の推進を図るため、地域の通信需
要増加を見据えた海底光ケーブル通信設備への機
能強化（伝送装置等の高度化）を図る。

県

先島・久米島地区における海底光ケーブルの通信設備高度化

事業進捗率（R４久米島地区、R５先島地区）

久米島地区100％ 先島地区100％ －

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 離島地区情報通信基盤高度化事業 対応する成果指標
離島・過疎地域におけるテレワーク・ワーケーション推進施設
の利用者数及びテレワーク人材等の登録者数

施策の方向 ・快適なテレワーク環境を確保するため、５Ｇなど次世代の通信環境の普及促進に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 4-(4)-イ 離島を核とする関係人口の創出と移住促進
施 策

①離島・過疎地域におけるテレワーク、ワーケーション等の推
進

施策の小項目名 ○次世代の通信環境の普及促進



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　令和５年度を持って事業終了。

令和6年度の取組改善案 反映状況

○本事業で機能を強化した海底光ケーブル通信設備について、定期的に利用状況を
確認する。また離島地区での５Ｇの普及促進について対応を検討する。

○離島地区での５Ｇの普及促進について対応検討に取り組んだ。

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B

　令和５年度を持って事業終了。
― ― ー －

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　令和５年度を持って事業終了。

活動指標名
事業進捗率（R４久米島地区、R
５先島地区）

R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

実施方法 当初予算額

― ― 1,038,056 0 ― ―

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 ー 予算事業名



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

⑦ その他(改善余地
の検証等)

　令和５年度を持って事業終了。

⑧ その他

　今後は民間事業者と連携して離島地区の５Ｇ等の普及促進
を図る。



様式１（主な取組）

【 098-866-2370 】担当部課 【連絡先】 企画部地域・離島課 関連URL
https://www.pref.okinawa.jp/kensei/shinko/1017087/1017093.ht

ml

　離島・過疎地域のデジタル実装を進め、デジタル
技術の活用により、離島・過疎地域の個性を活かし
ながら、地域課題の解決と持続可能な地域づくりを
図る。

県,民間事業者

離島・過疎地域のデジタル実装支援

支援件数（累計）

２件 ２件（４件） ２件（６件）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 離島・過疎地域づくりＤＸ促進事業 対応する成果指標
離島・過疎地域におけるテレワーク・ワーケーション推進施設
の利用者数及びテレワーク人材等の登録者数

施策の方向 ・快適なテレワーク環境を確保するため、５Ｇなど次世代の通信環境の普及促進に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 4-(4)-イ 離島を核とする関係人口の創出と移住促進
施 策

①離島・過疎地域におけるテレワーク、ワーケーション等の推
進

施策の小項目名 ○次世代の通信環境の普及促進



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

順調

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　離島・過疎地域の５市村において、デジタル技
術を活用したオンライン学習塾支援及び高齢者等
のみまもり支援を実施した。2件 2件 2件 ２件（６件） 100.0%

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　離島・過疎地域において、デジタル技術を活用したオンライ
ン学習塾及び高齢者等のみまもり支援を実施し、併せて移住定
住デジタル広報を実施する。

　離島・過疎地域において、デジタル技術を活用した高齢者等
のみまもり支援を実施し、併せて移住定住デジタル広報を実施
する。

活動指標名 支援件数（累計） R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

実施方法 当初予算額

内閣府計上 補助 54,221 38,816 内閣府計上 補助 31,000

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 離島・過疎地域づくりＤＸ促進事業 予算事業名 離島・過疎地域づくりDX促進事業



様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）

④ 社会・経済情勢の
変化(外部環境の変
化)

　高齢者等のみまもり支援については、円滑な事業実施のた
めに、事業実施区域内市町村等との連携を図りながら、引き
続きデジタル技術等を活用した周知活動に取り組む必要があ
る。

⑤ 情報発信等の強
化・改善

　高齢者等のみまもり支援については、事業実施区域内の市
町村等との連携を図りながら、デジタル技術等を活用した効
果的な周知活動を行う。

３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

② 他の実施主体の状
況(内部要因)

　オンライン学習塾については、令和７年度から東村に実施
主体を完全に移行するため、事業の進捗に応じて適切な支援
を行う必要がある。 ① 執行体制の改善

　東村への事業主体の円滑な移行を目的として、必要に応じ
た適切な支援及び進捗管理を行う。

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　離島・過疎地域においてオンライン学習塾支援（対象地域１村の21名に対して実施）及び高齢者等のみまもり支援（対象地域５市村の111世帯に対して実施）の２件の支援
を概ね計画どおり実施することができた。

令和6年度の取組改善案 反映状況

○　オンライン学習塾支援については、市町村に対して適切な進捗管理を行ってい
るか適宜確認する。 
○　高齢者等のみまもり支援については、事業実施区域内の市町村や関係団体との
連携を強化しながら、より効果的な周知活動を行う。 
○　デジタル技術を活用して地域課題の解決及び持続可能な地域づくりに取り組ん
でいる離島・過疎地域の取組内容について、引き続き、デジタル広報によるプロ
モーションを実施し広く情報を発信する。

○　実施主体である東村を通して間接補助事業者から進捗報告を受け、年間を通して円滑
な事業実施のための管理を行った。 
○　自治体のHPやSNSでの情報発信や、自治会や老人クラブ等での個別説明会を実施し、
効果的な周知活動を行った。 
○　デジタル技術を活用した本事業における離島・過疎地域の取組内容については、ウェ
ブサイトやSNS等によりプロモーションを実施し、広く情報を発信した。



様式１（主な取組）

【 098-866-2370 】担当部課 【連絡先】 企画部地域・離島課 関連URL ―

　離島・過疎地域ならではのワーケーションの魅力
向上及び関係人口の創出を図るため、地域の現状
や特色などを学び・体験するモニターツアー等を実
施し地域との繋がりを強化する。

県,市町村

離島・過疎地域ならではのワーケーションの魅力向上や関係人口の創出に向けたモニターツアー等の
開催

モニターツアー参加者数（累計）

40人 40人（80人） 40人（120人）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 沖縄しまっちんぐ推進事業 対応する成果指標
離島・過疎地域におけるテレワーク・ワーケーション推進施設
の利用者数及びテレワーク人材等の登録者数

施策の方向
・ワーケーション来訪者や地域振興に関心のある企業と接する機会を設けるなど、関係人口との連携による新しい地域づくりに取り組むほか、市
町村による取組を推進するために必要な支援を行います。

「主な取組」検証票

施策展開 4-(4)-イ 離島を核とする関係人口の創出と移住促進
施 策

①離島・過疎地域におけるテレワーク、ワーケーション等の推
進

施策の小項目名 ○関係人口との連携による新しい地域づくり



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　令和６年度は、計６回のモニターツアーを実施し、44人が参加した。単なるリゾートワーケーションではなく、地域交流型ワーケーションという特色に興味を持つ方々との
マッチングができ、順調に取り組みを推進している。

令和6年度の取組改善案 反映状況

○プログラム策定にあたり、市町村への情報提供を行い、実施地域の拡大、横展開
を図っていく。引き続き、関係人口創出につながるようにツアー等の情報発信を行
う。

○県、事務局、ローカルパートナーで意見交換を重ね、プログラムを策定するとともに、
現地での役場への事業説明、協力依頼を行い、実施地域の新規開拓を図った。

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　伊平屋村、伊平屋村、宮古島市来間島、名護市
久志地域、久米島町、石垣市で地域交流型ワー
ケーションモニターツアーを計６回開催した。40人 41人 44人 40人（120人） 100.0%

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　  地域交流型ワーケーションモニターツアーを５地域で開催
し各種プロモーションを行う。

活動指標名
モニターツアー参加者数（累
計）

R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

実施方法 当初予算額

一括交付金
（ソフト）

委託 20,759 16,638 ― ―

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 沖縄しまっちんぐ推進事業 予算事業名



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

① 県の制度、執行体
制(内部要因)

　令和６年度実施地域では、地域課題解決に向けた取組等、
関係人口創出につながる取組を実施できた。今後も引き続
き、関係人口創出に取り組む必要がある。 ① 執行体制の改善

　本事業は令和６年度で事業終了となるが、令和７年度以降
も引き続き、関係人口創出に資する事業を推進していく。 



様式１（主な取組）

【 098-866-2370 】担当部課 【連絡先】 企画部地域・離島課 関連URL https://okinawa-iju.jp/

　移住相談会の開催や移住Webサイト等の運用に
よる県内移住情報を発信する。

県,市町村,民間団体
等

移住相談会の開催や移住WEBサイト等の運用による県内移住情報の発信

移住WEBサイトアクセス数（累計）

190,000件 200,000件（390,000件） 210,000件（600,000件）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 移住応援サイトの運用 対応する成果指標 移住相談件数

施策の方向
・持続可能な地域づくりに向けた移住促進に向けて、移住相談会の開催や移住応援サイトの運用など、離島や過疎地域への移住活動が円滑に行え
る環境づくりに取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 4-(4)-イ 離島を核とする関係人口の創出と移住促進

施 策 ②ＵＪＩターンによる移住促進

施策の小項目名 ○離島や過疎地域への移住活動が円滑に行える環境づくり



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

順調

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　移住Webサイトを運用し、沖縄県への移住関連情
報や移住相談会、移住体験ツアー等の情報を発信
した。222,728件 176,082件 194,323件 210,000件（600,000件） 92.5%

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　離島・過疎地域のバランスのとれた人口の維持増加を図るた
め、移住フェア出展（４回）、移住体験ツアー開催（５回）、
Webサイト運用等を行った。

　離島・過疎地域のバランスのとれた人口の維持増加を図るた
め、移住フェア出展、移住体験ツアー開催、Webサイト運用等
を行う。

活動指標名
移住WEBサイトアクセス数（累
計）

R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

実施方法 当初予算額

県単等 委託 50,447 57,079 県単等 委託 92,668

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 移住定住促進事業 予算事業名 移住定住促進事業



様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

⑦ その他(改善余地
の検証等)

　新たにInstagram公式アカウントを開設したことに伴い、情
報発信を強化することができた。 
より効果的に情報発信を行えるよう、必要に応じて見直しを
図る必要がある。

⑧ その他

　サイト閲覧者数や移住相談件数などの増減を把握し、必要
に応じて、情報発信の見直しを行う。

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　移住Webサイトを運用し、沖縄県への移住関連情報や移住相談会、移住体験ツアー等の情報を発信したところ、同サイトのアクセス数の目標値210,000件を下回った。要因と
しては、令和５年度からアクセス数を計測しているGoogleアナリティクスがGA３からGA４へ移行したことにより、計測方法が変更された。このことによって、アクセス数が減
少したと考えられる。

令和6年度の取組改善案 反映状況

○　移住Webサイトの閲覧者の実態に合わせて、新たにInstagram公式アカウントを
開設するなど、情報発信等の強化を図る。

○　Instagram公式アカウントを新たに開設したことに伴い、移住Webサイトの閲覧者数お
よび、移住相談件数が増加した。



様式１（主な取組）

【 098-866-2370 】担当部課 【連絡先】 企画部地域・離島課 関連URL ―

　地域づくり団体や地域おこし協力隊等を対象とし
た研修会等を開催する。

県,市町村,地域づくり
団体等

地域づくりに関連する施策の普及啓発及び地域づくり団体、地域おこし協力隊等を対象とした研修会等
の開催

研修開催件数（累計）

４回 ４回（８回） ４回（12回）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 地域おこし協力隊等への研修支援 対応する成果指標 移住相談件数

施策の方向
・移住希望者と受入地域との間をコーディネートし、移住者の経験や地域資源を生かして地域のニーズを満たすよう支援する中間支援組織の育
成、離島・過疎地域が必要とする人材の受入を促進するターゲット型移住施策の推進、地域おこし協力隊制度等の普及啓発及び地域おこし協力隊
員の定住化等について、市町村と連携して取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 4-(4)-イ 離島を核とする関係人口の創出と移住促進
施 策 ②ＵＪＩターンによる移住促進

施策の小項目名 ○市町村と連携した受入体制づくり



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　令和６年度は、市町村の地域おこし協力隊向けの研修会および市町村担当職員の研修会を６回開催し、目標を上回った。要因としては、県において、「地域おこし協力隊」
を２名配置し、市町村の地域おこし協力隊からの要望や相談をきめ細かく対応できたことによるものと考える。

令和6年度の取組改善案 反映状況

○　地域おこし協力隊を未導入の市町村に対して、制度に関する市町村担当者向け
研修を開催するなど、導入に向けて支援する。

○　地域おこし協力隊を未導入の市町村に対して、制度に関する市町村担当者向け研修を
開催するなど、導入に向けて支援した。研修参加者のアンケート結果からは、地域おこし
協力隊同士の連携も生じた。

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　「地域おこし協力隊」２名を配置し、市町村の
地域おこし協力隊を対象とした研修会を実施し
た。5回 6回 6回 ４回（12回） 100.0%

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　地域づくりに関連する施策の普及啓発や、地域づくり団体お
よび地域おこし協力隊等を対象とした研修会等を６回開催し
た。

　地域づくりに関連する施策の普及啓発や、地域づくり団体お
よび地域おこし協力隊等を対象とした研修会等を開催する。

活動指標名 研修開催件数（累計） R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

実施方法 当初予算額

県単等 直接実施 23,666 27,812 県単等 直接実施 34,425

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 地域づくり推進事業費 予算事業名 地域づくり推進事業費



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

② 他の実施主体の状
況(内部要因)

　地域おこし協力隊を未導入の市町村が23市町村あり、導入
を推進していく必要がある。また、アンケート結果からは、
任期時に合わせた研修の必要性が提案された。 ② 連携の強化・改善

　地域おこし協力隊を未導入の市町村に対して、制度に関す
る市町村担当者向け研修を開催するなど、導入に向けて支援
する。支援内容としては、任期時に合わせた研修を行う。



様式１（主な取組）

【 098-866-2370 】担当部課 【連絡先】 企画部地域・離島課 関連URL ―

　地域と移住希望者の仲介役を担う中間支援組織
の育成支援を行う。

県,市町村,民間団体
等

地域と移住希望者の仲介役を担う中間支援組織の育成の支援

中間支援組織の育成数（内訳）

２団体 ２団体（継続２団体） ２団体（継続２団体）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 中間支援組織の育成支援 対応する成果指標 移住相談件数

施策の方向
・移住希望者と受入地域との間をコーディネートし、移住者の経験や地域資源を生かして地域のニーズを満たすよう支援する中間支援組織の育
成、離島・過疎地域が必要とする人材の受入を促進するターゲット型移住施策の推進、地域おこし協力隊制度等の普及啓発及び地域おこし協力隊
員の定住化等について、市町村と連携して取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 4-(4)-イ 離島を核とする関係人口の創出と移住促進
施 策 ②ＵＪＩターンによる移住促進

施策の小項目名 ○市町村と連携した受入体制づくり



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　中間支援組織の育成支援については、目標値の２団体を上回る11団体に対して支援した。その要因としては、離島・過疎市町村においては人口減少が顕著となっていること
などから、移住施策に取り組む市町村が増えてきているためと考えられる。

令和6年度の取組改善案 反映状況

○　移住受入協議会等の場で市町村と中間支援組織に、移住対策の先進事例の情報
を周知する。また、先進事例を離島・過疎地域でも実施可能な形に落とし込み、市
町村等の実施を支援した。

○　移住受入協議会等の場で市町村と中間支援組織に、移住対策の先進事例の情報を周知
した。また、先進事例を離島・過疎地域でも実施可能な形に落とし込み、市町村等の実施
を支援した。

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　地域と移住希望者の仲介役を担う中間支援組織
を対象に、専門家を招いた研修会を開催したほ
か、希望する団体に対しては個別に支援した。11団体 9団体 11団体 ２団体（継続２団体） 100.0%

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　離島・過疎地域のバランスのとれた人口の維持増加を図るた
め、移住フェア出展、移住体験ツアー開催、中間支援組織研
修、Webサイト運用等を行った。

　離島・過疎地域のバランスのとれた人口の維持増加を図るた
め、移住フェア出展、移住体験ツアー開催、中間支援組織研
修、Webサイト運用等を行う。

活動指標名 中間支援組織の育成数（内訳） R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

実施方法 当初予算額

県単等 委託 50,447 87,063 県単等 委託 92,668

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 移住定住促進事業 予算事業名 移住定住促進事業



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

① 県の制度、執行体
制(内部要因)

　市町村と中間支援組織の官民連携による移住対策の先進事
例の情報を収集したが、市町村と中間支援組織に十分に周知
されていない。 ① 執行体制の改善

　移住受入協議会の場で市町村と中間支援組織に、移住対策
の先進事例の情報を周知する。また、先進事例を離島・過疎
地域でも実施可能な形に落とし込み、市町村等の実施を支援
する。



様式１（主な取組）

【 098-866-2370 】担当部課 【連絡先】 企画部地域・離島課 関連URL ―

　県、市町村及び民間団体等が連携・協働して移
住・定住の促進に取り組み、U・J・Iターン者を持続
的に受け入れることによって、地域の活性化に寄与
することを目的に開催する。

県,市町村

離島過疎地域における空き家活用等の優良事例などの共有

沖縄県移住受入協議会開催数（累計）

２回 ２回（４回） ２回（６回）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 沖縄県移住受入協議会の開催 対応する成果指標 移住相談件数

施策の方向
・市町村が行う定住促進住宅の建設や空き家改修など、移住促進関連の施策を推進するための関連計画の策定等について、必要な支援を行いま
す。

「主な取組」検証票

施策展開 4-(4)-イ 離島を核とする関係人口の創出と移住促進
施 策 ②ＵＪＩターンによる移住促進

施策の小項目名 ○市町村の移住促進関連施策の支援



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　令和６年度の移住受入協議会については、３回開催した。移住支援金に関して説明したことにより、令和７年度からは新たに１村が移住支援金の取組を行うこととなった。
第３回においては、「住宅確保」をテーマとして開催し、住宅課題解決に関連した研修を開催することで、令和７年度の移住施策の拡充が期待できる。

令和6年度の取組改善案 反映状況

○　移住取組に関する先進的な事例について、そのまま事例を紹介するのではな
く、離島・過疎地域の市町村および中間支援組織が実行可能な形に落とし込んだ上
で、紹介する。 
○　離島・過疎地域における住居確保について、中間支援組織だけではなく、市町
村の取組についても支援を検討する。

○　移住取組に関する先進的な事例について、そのまま事例を紹介するのではなく、離
島・過疎地域の市町村および中間支援組織が実行可能な形に落とし込んだ上で、紹介し
た。 
○　離島・過疎地域における住居確保について、中間支援組織だけではなく、市町村の取
組についての支援については引き続き行っていく必要がある。

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　移住受入協議会をオンラインおよび現地視察で
開催し、県の移住施策や移住支援金に関して説明
した。1回 2回 3回 ２回（６回） 100.0%

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　離島・過疎地域でのバランスのとれた人口の維持増加を図る
ため、移住フェア出展、体験ツアーの開催、Webサイト運用等
を行う。

　離島・過疎地域でのバランスのとれた人口の維持増加を図る
ため、移住フェア出展、体験ツアーの開催、Webサイト運用等
を行った。

活動指標名
沖縄県移住受入協議会開催数
（累計）

R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

実施方法 当初予算額

県単等 委託 50,447 87,063 県単等 委託 92,668

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 移住定住促進事業 予算事業名 移住定住促進事業



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

① 県の制度、執行体
制(内部要因)

　離島・過疎地域における住居確保について、中間支援組織
の取組を支援してきたが、移住者の入居できる住居が十分確
保されていない。 ① 執行体制の改善

　離島・過疎地域における住居確保について、中間支援組織
だけではなく、市町村の取組についての支援については引き
続き行っていく必要がある。



様式１（主な取組）

【 098-866-2370 】担当部課 【連絡先】 企画部地域・離島課 関連URL ―

　市町村が実施する過疎地域の振興を図るために
必要な過疎計画の策定や変更、財源としての過疎
債や過疎交付金の手続き等、市町村事業を円滑に
実施するための支援を行う。

県,市町村

過疎市町村が過疎対策に取り組むために必要な計画の策定や変更、財源としての過疎債の手続き等、
市町村事業の推進に必要な支援

市町村過疎計画・過疎債・過疎交付金に係る支援件数（累計）

50件 50件（100件） 50件（150件）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組
過疎地域における持続的発展施策の総合調整及び推
進

対応する成果指標 移住相談件数

施策の方向
・市町村が行う定住促進住宅の建設や空き家改修など、移住促進関連の施策を推進するための関連計画の策定等について、必要な支援を行いま
す。

「主な取組」検証票

施策展開 4-(4)-イ 離島を核とする関係人口の創出と移住促進
施 策 ②ＵＪＩターンによる移住促進

施策の小項目名 ○市町村の移住促進関連施策の支援



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

順調

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　市町村が行う過疎計画の策定・変更手続き、過
疎債起債や過疎交付金申請の手続き等について指
導・助言を行った。51件 58件 51件 50件（150件） 100.0%

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　市町村が行う過疎計画の変更手続き、過疎債起債や過疎交付
金申請の手続き等について指導・助言を行った。

　市町村が行う過疎計画の変更手続き、過疎債起債や過疎交付
金申請の手続き等について指導・助言を行う。

活動指標名
市町村過疎計画・過疎債・過疎
交付金に係る支援件数（累計）

R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

実施方法 当初予算額

― ― ― ― ― ―

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 ― 予算事業名 ―



様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）

② 他の実施主体の状
況(内部要因)

　小規模離島等では役場の人材不足が影響し、過疎債起債協
議や過疎計画変更手続きに係る県への提出書類について、前
年度からの変更点等が十分に把握されておらず、書類の不備
が見られる。

① 執行体制の改善

　小規模離島等への人材確保を支援しつつ、過疎債起債協議
や過疎計画変更手続きに関して、前年度からの変更点や留意
すべきポイントなどについてより丁寧に説明を行う。

３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

② 他の実施主体の状
況(内部要因)

　小規模離島や過疎地域市町村では人員やノウハウの不足等
により、過疎対策や地域活性化を図るための制度等が十分に
活用されていないケースが見られる。 ① 執行体制の改善

　過疎対策や地域活性化を図るための制度等を活用するにあ
たって参考となる情報の提供をこれまで以上に積極的に行う
とともに、県の過疎地域等政策支援員を活用した支援を小規
模離島等を含め強化していく。

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　市町村が実施する過疎地域の振興を図るための取り組みに対する令和６年度の支援実績は、過疎計画変更が13件、過疎債起債協議が35件、過疎交付金申請が３件の計51件と
なっており、目標を達成することができた。

令和6年度の取組改善案 反映状況

○過疎地域市町村に対し、過疎対策や地域活性化を図るための制度等を活用するに
あたって参考となる情報の提供を行うとともに、県の過疎地域等政策支援員も活用
し、各地域の課題やニーズを踏まえた支援を行う。 
○市町村向け地方債事務取扱説明会において、過疎債起債協議や過疎計画変更手続
きに関して、前年度からの変更点や留意すべきポイントなどについてより丁寧に説
明を行うとともに、様式の改善を図る。

○過疎地域市町村に対し、過疎対策や地域活性化を図るための制度等を活用するにあたっ
て参考となる情報の提供を行うとともに、県の過疎地域等政策支援員も活用し、各地域の
課題やニーズを踏まえた支援を行ったことから、伊平屋村において特定地域づくり事業協
同組合の設立認可の申請が行われる予定となっている。 
○市町村向け地方債事務取扱説明会において、過疎債起債協議や過疎計画変更手続きに関
して、前年度からの変更点や留意すべきポイントなどについてより丁寧に説明を行うとと
もに、様式の改善を図った。


